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て圧力が 0 となる． 
 
      






にとし，出口坑口に向かい圧力は減少し坑口にて 0 となる． 
 
 























    
 
 















い圧力が減少し坑口付近にて 0 となる． 
 
       
 





圧力が増加し坑口付近にて 0 となる．図‐7 に本方式における空気の流れを示す． 
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表‐1 国外における道路トンネル火災事故例 2) 
発生年 トンネル名（国名） 概要 
1993 
Serra a Ripoli Tunnel 
（Italy） 
延長：442 m 
原因：大型トラック 5 台と乗用車 11 台による衝突事故 
被害：4 名死亡，4 名負傷 
その他：2 時間半後に鎮火 
1996 




原因：タンクローリー，バス，乗用車 16 台の玉突き衝突事故 






































表‐1 国外における道路トンネル火災事故例 2) （つづき） 























原因：バスと乗用車 2 台の衝突事故 
被害：9 名死亡，5 名負傷 
2006 











































通常時における換気施設の設置基準については，例えば英国では 400 m 以上，ドイツで



























排煙機能に対する確認試験を実施している．火皿面積は 2 m2，燃料は軽油 40ℓ及びガソリン
20ℓの計 60ℓである．なお，この場合の火災規模は乗用車 1～2 台程度（3～5 MW 相当）で









表‐2 Plabutsch Tunnel（プラブッチュトンネル）概要 3)4) 
項目 内容 
所在地 オーストリア グラーツ市 
延長 9,919 m 
トンネル区分 都市内トンネル 
車線構成 2 車線 1 方向×2 チューブ 
開通時期 1 期線 1987 年，2 期線 2004 年 
交通量 約 34,000 台/日（年平均日交通量,2013 年） 
換気方式 
横流換気方式 
・換気区間 5 区間 
・換気量 200 m3/s（1 区間当り） 
排煙方式 
大排煙口排煙方式 
・排煙量 120 m3/s 
・排煙口面積：12 m2/箇所 
・排煙口間隔：50～100 m 
・火災時 1～3 か所の排煙口を開ける 




































による．このような対策の例として 1997 年に開通した東京湾アクアライン（延長約 15 km，
うちトンネル延長約 9.5 km，縦流換気方式）にて関係地方公共団体，消防機関，東日本高
速道路株式会社等の連携強化による災害対策の強化，また，2010 年に開通した首都高速道
路中央環状線（山手トンネル，延長約 11 km，うちトンネル延長約 9.8 km，横流換気方式）
については，都市内長大トンネルの防災安全に関する調査研究委員会における検討結果を
踏まえ，非常用施設の設置，発災時の運用，広報啓発活動などの総合的な防災安全対策が
計画実施され，既に開通した山手トンネルに接続する形で 2015 年 3 月に開通した中央環状









表‐3 国内の道路トンネルの延長区分と箇所数 10) 
延長 
区分 
100 m 未満 
100 m 
～500 m 未満 
500 m 
～1,000 m 未満 
1000 m 
～3,000 m 未満 
 
箇所数 2,640 5,003 1,382 917  




～3,000 m 未満 
3,000 m 
～5,000 m 未満 
5,000 m 
～10,000 m 未満 
10,000 m 以上 合計 
箇所数 917 86 13 3 10,044 























500 m～1,000 m未満 
1,000 m～3,000 m未満 
3,000 m～5,000 m未満 







削減されてきている．自動車の排出ガス規制は 1968 年の大気汚染防止法 11)の制定によるガ
ソリン車の排出ガス規制が始まりである．図‐17，図‐18 に自動車の窒素酸化物及び粒子
状物質に対する排出ガス規制による低減率を示す．トンネル内の視環境に影響を与える黒
鉛の主要な発生源であるディーゼル車については 1972 年の黒煙規制 12)，1974 年に窒素酸化
物などに対する規制 13)が制定され，さらなる大気環境の改善を目的に 1994年の短期規制 14)，
2004 年の新短期規制 15)，2005 年の新長期規制 16)，2009 年のポスト新長期規制 17)が導入さ
れている．ディーゼル車の窒素酸化物の規制値については 1994 年制定の短期規制で 6.0 
g/kwh（エンジン出力 1 kw 当り 1 時間の排出量を表す単位）とされていた規制値が，2009
年のポスト新長期規制では 0.7 g/kwh の約 90%削減，粒子状物質については 0.7 g/kwh から


































































































































































0.307 m，z方向0.236 m，計算格子分割数は，x方向を1429，y方向を43，z方向を29とした． 
なお，トンネル両坑口間の圧力差を起因とするトンネル内の自然風を与えるため，解析
領域に坑口外部の大気領域（x方向40 m，y方向12.1 m，z方向12.5 m）を含むものとした． 
また，トンネル壁面の材質は厚さ500 mmのコンクリートとし，天井及び壁からの吸熱量





























































































































算出した煙暴露者数に50 m/40 mを乗じて50 m区間あたりに換算した値を示している． 
F225_0Pa（図‐24）では，坑口間圧力差が0 Paであるため，発災地点で発災した煙は自然
風の影響を受けることなく両坑口に向かい対称に拡がっている．一方，F225_5Pa（図‐25），

















発災地点 入口から225 m（縦断勾配0%）及び130 m（縦断勾配-4%） 
トンネル両坑口間の圧力差 
（自然風） 

















図‐24 避難者行動マップ F225_0Pa 
 






























































































































































































































































表‐5 は各ケースにおける平均煙暴露者数の結果である．坑口間圧力差が 0 Pa（0 m/s）の
場合，いずれの発災地点においても煙暴露者数は発生していない．これはトンネル利用者
が火災で発生した煙に巻かれることなく両坑口に避難が完了したことを示している．坑口
間圧力差が 5 Pa（0.85 m/s）のケースでは自然風の影響により発災地点の出口側に煙が流さ
れ 1 人未満ではあるが煙暴露者数が発生している結果となっている．一方，坑口間圧力差


















・坑口間圧力差が 5 Pa（0.85 m/s）以下の自然風であれば，利用者の避難環境は確保出来
る． 

















（0 / 0） 
0.537 
（0 / 0.537） 
14.136 
（0 / 14.136） 
130 m 
0 
（0 / 0） 
0.032 
（0 / 0.032） 
10.480 



























表‐6 首都高速道路におけるトンネルの換気方式及び主な諸元 32)33) 
 
トンネル名 汐留 千代田 霞が関 羽田 八重洲 
開通年 昭和 37 年 昭和 39 年 昭和 39 年 昭和 39 年 昭和 48 年 
換気方式 送気半横流 横流 送気半横流※2 排気半横流※2 横流 
延長 286 m 1,900 m 781 m 303 m 1,400 m 
換気所数 ※1 9 か所 2 か所 2 か所 2 か所 
 
トンネル名 東京港 桜木町 三ツ沢 花園橋 空港北 















延長 1,325 m 330 m 382 m 599 m 1,353 m 
換気所数 2 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 
 
 
トンネル名 新都心 大師 山手 （新宿線区間） 
山手 
（品川線区間） 
開通年 平成 18 年 平成 22 年 平成 22 年 平成 27 年 





延長 2,900 m 1,060 m 9,735 m 8,400 m※3 
換気所数 3 か所 1 か所 9 か所 4 か所 
    ※1 トンネル構造物内に換気施設を設置 
    ※2 排煙時は換気機を逆転運転 
    ※3 トンネル区間の延長を示す 
  
トンネル名 多摩川 川崎航路 並木 飛鳥山 












延長 2,170 m 1,954 m 585 m 605 m 






年頃）の勾配部での換気量が 0.5 m3/s･m，排出ガス規制施行中である 2000 年以降の平坦部
における換気量が 0.1 m3/s･m 程度であることを勘案し，その間の排気量を 0.1 m3/s･m ごと
に設定した．非常時にはこの排気量を排煙量とすることから，本章における検討では表‐7
の排気量を用いた．なお，火災で発生した煙を排気する排煙口は，車両の進行方向左側車
線の天井面に配置されているものとし，トンネル坑口から 5 m の地点より設置間隔は 10 m
ピッチ 1)で 45 個配置した．形状は矩形とし寸法は自動車の走行する方向から見て，横方向

















      ※1 排出ガス規制前（1970 年頃）の勾配部（3%程度）での値 26) 
      ※2 排出ガス規制前（1970 年頃）の平坦部での値 26) 
 
 
シミュレーションケースは 225 m 及び 130 m 各々の発災地点において 3 種類の坑口間圧
力差（0 Pa，5 Pa，10 Pa）と 5 種類の排煙量（0.1 m3/s･m，0.2 m3/s･m，0.3 m3/s･m，0.4 m3/s･
m，0.5 m3/s･m）を設定した．また，ケース名を例えば F225_10Pa_q0.1 と表す．F225，0 Pa
は前章と同様であり，排煙量を q0.1 と表すものとする．ケース数は自然換気状態を含め計
36 ケースである．火災発生の 60 秒前に事故あるいは故障が発生したものとし，火災発生時
排気量 備考 
0.5 m3/s･m 450 m あたり 225 m3/s，1 km あたり 500 m3/s ※1 
0.4 m3/s･m 450 m あたり 180 m3/s，1 km あたり 400 m3/s 
0.3 m3/s･m 450 m あたり 135 m3/s，1 km あたり 300 m3/s ※2 
0.2 m3/s･m 450 m あたり 90 m3/s，1 km あたり 200 m3/s 
0.1 m3/s･m 450 m あたり 45 m3/s，1 km あたり 100 m3/s 
36 
 
を 0 秒，火災の感知及びトンネル換気施設の起動開始時間を 120 秒，最大排煙量となるま






























































４．３．１ 発災地点 225 m 
 
図‐32から図‐46は発災地点225 m，坑口間圧力差0 Pa，5 Pa，10 Paにおいて，排煙量を























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（0 / 0） 
0.537 
（0 / 0.537） 
14.135 
（0 / 14.136） 
0.1 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.379 
（0 / 0.379） 
9.414 
（0 / 9.414） 
0.2 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.120 
（0 / 0.120） 
6.169 
（0 / 6.169） 
0.3 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.004 
（0 / 0.004） 
3.342 
（0 / 3.342） 
0.4 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0 
（0 / 0） 
1.210 
（0 / 1.210） 
0.5 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.001 
（0 / 0.001） 
0.228 

































４．３．２ 発災地点130 m 
 
図‐48から図‐62は発災地点130 m，坑口間圧力差0 Pa，5 Pa，10 Paにおいて，排煙量を










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（0 / 0） 
0.032 
（0 / 0.032） 
10.480 
（0 / 10.480） 
0.1 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.03 
（0 / 0.03） 
10.366 
（0 / 10.366） 
0.2 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0 
（0 / 0） 
3.277 
（0 / 3.277） 
0.3 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0 
（0 / 0） 
0.021 
（0 / 0.021） 
0.4 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0 
（0 / 0） 
0.036 
（0 / 0.036） 
0.5 m3/s･m 
0 
（0 / 0） 
0.009 
（0 / 0.009） 
0.069 




































抑制している．これは 225 m の場合に比べ，発災地点から出口側のトンネル利用者に煙が
追いつきづらいことを示している．一方，225 m の場合は，道路縦断勾配が平坦な状況（0%）
から 350 m 付近で上り勾配（4%）となるため自然風による煙の拡散に抵抗となる要因が無
い（図‐26）．このため，煙の拡がりが促進され避難の途中で煙に巻かれるトンネル利用者
が多いと考えられる．このように，発災地点により煙暴露者数の発生する傾向に若干の相
違が見られるが，いずれの発災地点においても坑口間圧力差が 10 Pa 程度の自然風が存在す
るだけでトンネル内の避難環境が急激に悪化する状況は同様である．また，排煙を行わな
い場合及び 0.1 m3/s･m 程度の排煙を行った場合では，トンネル利用者の安全性を向上させ























検討に際し，図‐64 のとおりバスを両坑口から 100 m の地点に配置した．なお，バスの
定員は 50 人/台である．また，シミュレーションケースは 225 m 及び 130 m 各々の発災地点
において 3 種類の坑口間圧力差（0 Pa，5 Pa，10 Pa），5 種類の排煙量（0 m3/s･m，0.1 m3/s･
m，0.2 m3/s･m，0.3 m3/s･m，0.4 m3/s･m，0.5 m3/s･m）を設定した．また，ケース名はこれ
までと同様，F225_10Pa_q0.1_bus などと表す．F225，0Pa，q0.1 は前章と同様であり，バス















５．２．１ 発災地点 225 m 
 
図‐65 から図‐70 は，坑口間圧力差が 0 Pa において排煙量を 0 m3/s･m，0.1 m3/s･m，0.2 




坑口間圧力差が 5 Pa の場合（図‐71，図‐72，図‐73，図‐74，図‐75，図‐76），自然
風の影響により発災地点から図の右側に煙が流されるため，排煙量が 0.3 m3/s･m
（F225_5Pa_q0.3_bus）（図‐74）以下の場合，発災後 2 分から 3 分程度でバスが存在してい
る 350 m 付近で煙暴露者数が多く発生している．排煙量を 0.4 m3/s･m（F225_5Pa_q0.4_bus），
0.5 m3/s･m（F225_5Pa_q0.5_bus）（図‐75，図－76）とした場合，排煙の効果と出口坑口か
らの縦流風の逆流により煙は 300～350 m 付近で停止することから煙暴露者数はほとんどみ
られない．坑口間圧力差 10 Pa の場合の避難行動マップを図‐77，図‐78，図‐79，図‐80，
図‐81，図‐82 に示す．F225_10Pa_q0.1_bus（図‐78）及び F225_10Pa_q0.2_bus（図‐79）
の場合，排煙を行っているものの発災地点から出口坑口にかけて縦流風速の低下により路




出来ている．しかし，バスの存在する 350 m 付近では煙の拡がり方は F225_10Pa_q0.2_bus
（図‐79）と同様の傾向を示しており，2 分程度で多くの利用者が煙に暴露されている．こ
の傾向は排煙量を 0.4 m3/s･m としたケース（図‐81）でも同様である． 
排煙量が 0.5 m3/s･m（F225_10Pa_q0.5_bus）（図‐82）では，排煙の効果と出口坑口から
の逆流区間の拡大により，バスの存在する 350 m 付近においてもトンネル利用者が煙に暴
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（0 / 32.503） 
0.5 m3/s･m 
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（0 / 0） 
0.004 
（0 / 0.004） 
0.204 
































５．２．２ 発災地点 130 m 
発災地点 130 mにおける坑口間圧力差が 0 Paの場合の避難行動マップを図‐84，図‐85，
図‐86，図‐87，図‐88，図‐89 に示す．排煙量は各々0 m3/s･m，0.1 m3/s･m，0.2 m3/s･m，
0.3 m3/s･m，0.4 m3/s･m， 0.5 m3/s･m である．坑口間圧力差が 0 Pa の場合，入口側の下り勾
配により煙は図の左側に遡上するため，排煙を行わない F130_0Pa_bus のケース（図－84）
では入口坑口から 100 m 地点のバスから避難した利用者は発災から 3 分程度で煙に暴露さ




者は 5 分程度で入口坑口に避難することが出来ている．トンネル内に 0.85 m/s 程度の自然風





り，トンネル利用者が煙に暴露される煙濃度（Cs 濃度 0.4 m-1，路面からの煙の高さ 1.5 m，
緑と橙のエリア境）の出現時間に遅れが生じ，入口坑口から 100 m に位置する利用者の多
いバスの付近の付近においても十分な避難時間が確保されている． 
坑口間圧力差が 10 Pa のケース（図‐96，図‐97，図‐98，図‐99，図‐100，図‐101）
では，これまでの傾向と異なる．排煙を行わない F130_10Pa_bus のケース（図‐96）では，
発災地点の左側における下り勾配による煙の遡上と自然風の影響によりトンネル全体に煙
が拡がっている．このため，発災地点左側のバス付近及び右側 300 m から出口坑口にかけ
て煙に暴露される利用者が生じている．発災地点左側のバス付近については，坑口間圧力
差 5 Pa の場合と同様に排煙量が増加するにつれて遡上による影響は軽減されてゆく．一方，
発災地点の右側については，排煙量の増加に伴い煙暴露者数は徐々に減少してゆくものの，
F130_10Pa_q0.1_bus 及び F130_10Pa_q0.2_bus では出口坑口まで煙が拡がる傾向にある．排
煙量を 0.3 m3/s･m（F130_10Pa_q0.3_bus），0.4 m3/s･m（F130_10Pa_q0.4_bus），0.5 m3/s･m



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































い減少傾向にあり，0.2 m3/s･mと0.3 m3/s･mの間で大きく減少することがわかる． 
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（0 / 0.045） 
0.4 m3/s･m 
17.084 
（17.084 / 0） 
0.0171 
（0.0171 / 0） 
0.036 
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図‐103，表‐12 は発災地点が 225 m におけるバスの有無における煙暴露者数である．特
に坑口間圧力差 10 Pa（1.2 m/s）が存在する場合，自然換気状態（排煙量 0 m3/s･m）では 15
人程度の煙暴露者数が生じたが，0.3 m3/s･m 以上の排煙を行うことで大幅に減少している． 
一方，バスが存在する場合は 0.3 m3/s･m の排煙を行っても 40 人程度の煙暴露者数が生じ
ている．火災で発生した煙の拡がり方はバスの有無に係らずほぼ同様である．すなわち，




する場合には 0.5 m3/s･m 程度の排煙量を確保することが効果的である． 
 
 


























表‐12 バスの有無による平均煙暴露者数（発災地点 225 m） 
排煙量 
［m3/s･m］ 
0 Pa（0 m/s） 5 Pa（0.85 m/s） 10 Pa（1.2 m/s） 
バス無 バス有 バス無 バス有 バス無 バス有 
0 0 0 0.537 26.646 14.136 52.432 
0.1 0 0 0.379 26.306 9.414 48.810 
0.2 0 0 0.120 23.985 6.169 42.682 
0.3 0 0 0.004 3.034 3.342 37.880 
0.4 0 0 0.000 0.000 1.210 32.503 





発災地点が 130 m の場合（図‐104，表‐13）に示す．このケースでは発災地点がトンネ
ルの入口側であることから，バスが存在する場合，下り勾配による煙の遡上が要因で多く
の煙暴露者数が増加するケースと自然風（坑口間圧力差 10 Pa の場合）の存在による増加す
るケースに分かれる．特に，煙の遡上による影響は大きく自然風が小さい場合（F130_0Pa_bus）
は，排煙量を 0.5 m3/s･m とするまでは排煙の効果が見られない結果となった． 
以上より，利用者数の多いバスがトンネル内に存在する場合，煙暴露者数は大幅に増加





























表‐13 バスの有無による平均煙暴露者数（発災地点 130 m） 
排煙量 
［m3/s･m］ 
0 Pa（0 m/s） 5 Pa（0.85 m/s） 10 Pa（1.2 m/s） 
バス無 バス有 バス無 バス有 バス無 バス有 
0 0 27.661 0.032 24.022 10.480 47.454 
0.1 0 30.430 0.030 0.059 10.366 37.694 
0.2 0 30.352 0.000 0.000 3.277 20.390 
0.3 0 30.420 0.000 0.000 0.021 0.045 
0.4 0 17.084 0.000 0.017 0.036 0.036 






















































2 章では，1 章で掲げた課題を検討するための方法と条件を記述した． 
本研究で採用したシミュレーションモデルは以下のとおりである． 




 ・延長 450 m の船底型道路トンネル，2 車線一方通行，断面形状は矩形． 
 ・交通条件はトンネル内全域を渋滞，大型車混入率 10%，バスの有無を条件に加えた． 
 ・煙の挙動に影響を与える坑口間圧力差を 3 ケース（0 Pa，5 Pa，10 Pa）とした． 
 ・発災車両は大型車 1 台（有効成分 30 MW）とした． 
 ・発災地点は，入口坑口から 225 m（中央部），130 m（下り勾配部）の 2 ケースとした． 
 ・解析時間はトンネル利用者の避難行動が可能な時間として 10 分間とした． 
 ・利用者の避難時における平均歩行速度を 1.5 m/s とした． 
 ・利用者が煙濃度（Cs 濃度）0.4 m-1 かつ路面から 1.5 m にて煙に暴露された場合を避難
が困難であると定義し，各ケースにおける煙暴露者数を算出した． 
 
3 章では，延長 450 m の船底型トンネルをモデルとして排煙をしない自然換気状態におけ
る安全性について発災地点を入口から 225 m 及び 130 m の 2 地点，トンネル両坑口間の圧




・坑口間圧力差が 5 Pa（0.85 m/s）以下の自然風であれば，利用者の避難環境は確保出来
る． 






った．設定した排煙量は，0.1 m3/s･m，0.2 m3/s･m，0.3 m3/s･m，0.4 m3/s･m，0.5 m3/s･m で
ある．以下に本章の結果をまとめる． 
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付録表‐1 三次元シミュレーション Fireles22)の特徴 
乱流モデル 速度場 LES（Smagorinsky モデル） 
温度場 0 方程式モデル 





移流項スキーム 速度場 4 次精度中心差分（又は 2 次） 
温度場 3 次精度風上差分（又は CIP 法） 




















+ (𝐯𝐯 ∙ ∇)，𝜏𝜏 = 𝜕𝜕𝑣𝑣𝑡𝑡[(∇𝐯𝐯) + (∇𝐯𝐯)𝑇𝑇)] 
 
であり，𝑃𝑃［Pa］を絶対圧力，𝑃𝑃𝑠𝑠［Pa］，𝜕𝜕0［kg/m3］を非発災時でかつ 𝐯𝐯 = 0とした時の




































路トンネル火災安全性の評価，土木学会論文集 F2（地下空間研究），Vol. 70，pp.1-12， 2014．」
に基づき，煙が避難者に及ぼす影響の度合いについて危険度Rを用いて評価を行っている． 
2 章の「方法及び条件」及び 3 章の「排煙をしない自然換気状態における安全性」では，
トンネル利用者の避難が困難となる指標として，煙濃度（Cs 濃度 0.4 m-1）と路面からの高




なお，本表は参考論文の 4 ページ「表-1 本論文での危険度の定義」に基づき記載してい
る．表中において，トンネル利用者の避難行動が困難となる煙濃度（Cs 濃度 0.4 m-1）かつ
路面からの高さ（1.5 m）は，危険度 3 と危険度 4 の間に位置し，煙濃度の色分けでは橙色
と緑色の境が該当することになる． 
 
           付録表‐2 参考論文における危険度の定義 
危険度 
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